
別表４ 推進事業の補助対象経費

事業内容 補助対象経費

実施体制の整備 会議開催 ・ 会場借料、会議用機械器具の借料

・ 事務用品

・ 専門的知識を提供する者への旅費・謝金

・ 書類等の印刷費及び製本費

・ 郵便料、電信電話料及び運搬費

広域捕獲活動（有 研修会・講習 ・ 会場借料、研修用機械器具の借料

害捕獲） 会 ・ 事務用品及び印紙代

・ 書類等の印刷費及び製本費

・ 郵便料、電信電話料及び運搬費

・ 専門的知識を提供する者への旅費・謝金

・ 研修教材費

・ 研修・講習受講費用及び旅費

生息・被害状 ・ 日々雇用される雑役並びに事務及び技術補助員に対する賃金

況調査 ・ 専門的知識を提供する者への旅費・謝金

・ 事務用品、印紙代

・ 書類等の印刷費及び製本費

・ 郵便料、電信電話料及び運搬費

・ 薬品類、調査機材及びその借料

・ 調査に従事する者に対する保険代

・ 車両の借料及びその燃料代

捕獲活動 ・ 捕獲活動（捕獲個体処理を含む。）への役務要請に対する賃金

・ 専門的知識を提供する者への旅費・謝金

・ 事務用品、印紙代

・ 郵便料、電信電話料及び運搬費

・ 捕獲に必要な機材（銃を除く。）

・ 捕獲機材の安全確保に必要な機材（銃の保管庫を除く。）

・ 止めさし資材、埋設資材

・ 捕獲個体の民間施設等での焼却等処分経費

・ 捕獲に従事する者に対する保険代

・ 重機、車両の借料及びその燃料代

・ 商品開発資材

新技術実証・普 研修会 ・ 会場借料、研修用機械器具の借料

及活動 ・ 事務用品、印紙代

・ 書類等の印刷費及び製本費

・ 郵便料、電信電話料及び運搬費

・ 専門的知識を提供する者への旅費・謝金

・ 研修教材費

・ 技術研修・講習受講費用及び旅費

技術実証 ・ 日々雇用される雑役並びに事務及び技術補助員に対する賃金

・ 専門的知識を提供する者への旅費・謝金

66



・ 事務用品、印紙代

・ 技術実証資材

・ 書類等の印刷費及び製本費

・ 郵便料、電信電話料及び運搬費

人材育成活動 研修会・講習 ・ 会場借料、研修用機械器具の借料

会 ・ 事務用品及び印紙代

・ 書類等の印刷費及び製本費

・ 郵便料、電信電話料及び運搬費

・ 専門的知識を提供する者への旅費・謝金

・ 研修教材費

・ 研修・講習受講費用及び旅費

注 わなに係る給餌等経常的な経費、施設の維持管理費、捕獲鳥獣の買上経費、捕獲報奨金のほか、

モンキードッグ、花火、煙火、モデルガン、パチンコ等の購入費や不特定多数の者を対象としたシ

ンポジウム、ポスター・リーフレット等の普及啓発資料作成に要する経費は交付の対象外とする。
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別記様式第１号（別記２の第３の３関係）

番 号

年 月 日

○○農政局長 殿

北海道にあっては農林水産省農村振興局長

沖縄県にあっては内閣府沖縄総合事務局長

○○県（都道府）知事

氏名 印

平成○○年度鳥獣被害防止総合対策交付金（鳥獣被害防止都道府県活動支

援事業）の交付決定前着手届

平成○○年度に交付対象計画として決定された都道府県計画に基づく下記事項につ

いて、別記条件を了承の上、交付金交付決定前に着手することとしたので、お届けす

る。

記

１ 事業内容及び事業量

２ 事業費

３ 着手予定年月日

４ 交付決定前着手を必要とする理由

別記条件

１ 交付金交付決定を受けるまでの期間内に、天災地変等の事由によって実施した

施策に損失を生じた場合、これらの損失は、事業実施主体が負担するものとする。

２ 交付金交付決定を受けた交付金額が交付申請額又は交付申請予定額に達しない

場合においても、異議がないこと。

３ 当該施策については、着手から交付金交付決定を受ける期間内においては、計

画変更は行わないこと。
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別記様式第２号（別記２の第４関係）

鳥獣被害防止総合対策交付金（鳥獣被害防止都道府県活動支援事業）の

事業実施状況報告（平成○○年度）

番 号

年 月 日

○○農政局長 殿

北海道にあっては農林水産省農村振興局長

沖縄県にあっては内閣府沖縄総合事務局長

○○県（都道府）知事

氏名 印

鳥獣被害防止総合対策交付金実施要綱（平成20年３月31日付け19生産第9423号農林

水産事務次官依命通知）別記２の第４の規定により、別添のとおり報告する。

（注） 関係書類として、別記１の別記様式第７号を添付すること。
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（別記３）

鳥獣被害防止緊急捕獲活動支援事業

第１ 事業の取組等

１ 事業の取組

要綱別表３に定める事業種類は、次に掲げるとおりとする。

（１）被害緊急対応型

鳥獣による農林水産業に係る被害を軽減するため、要綱別記３第１の１の

被害防止計画の対象となっている市町村の区域（以下「市町村域」という。）

において、被害防止計画に基づく有害捕獲を実施するものとする。

（２）広域連携型

複数の市町村域を含む地域において、（１）と同様の被害防止対策を実施

するものとする。

２ 事業の目標

被害防止計画に掲げる鳥獣による農林水産業に係る被害の軽減に関する目標

とする。

３ 事業実施主体

要綱別表３の事業実施主体の欄の農村振興局長が別に定める協議会等とは、

協議会、都道府県及び市町村（協議会の構成員に限る。）とする。

第２ 事業の内容等

１ 事業の内容

要綱別表３の事業内容欄の「有害捕獲」については、関係法令を遵守し、安

全を確保した上で、次に掲げる事項に要する経費に対する支援を実施できるも

のとする。なお、要綱第３の２の（１）鳥獣被害防止総合支援事業の有害捕獲

及び要綱第３の２の（２）鳥獣被害防止都道府県活動支援事業の広域捕獲活動

（有害捕獲）と重複して支援を受けることはできないものとする。

（１）有害捕獲

（２）（１）により捕獲した個体の処理

２ 補助対象経費

（１）補助対象となる経費は、１の（１）及び（２）に直接要する次に掲げるも

のとし、事業の対象として明確に区分できるもので、かつ証拠書類によって

金額等が確認できるものに限る。

ア 有害捕獲に係る捕獲活動経費（有害捕獲許可に基づき捕獲されたものに

限る。）

イ 捕獲個体の埋設・運搬経費（捕獲従事者自らが行う場合を除く。）

ウ 捕獲個体の民間施設等での焼却等処分経費（食肉処理する場合を除く。）

エ 支払事務に伴う捕獲現場での確認等のための経費

（２）なお、（１）のアの確認等に当たっては、次に掲げるところによるものと

する。

ア 捕獲確認は、都道府県又は市町村の職員（確認者（処理加工施設での捕

獲確認に限り、市町村長が認めた処理加工施設の職員を含む。））が捕獲現
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場に直接赴き、捕獲個体を実際に確認する方法（現地確認）又は確認者が

処理加工施設において、捕獲従事者の搬入した捕獲個体を実際に確認する

方法（搬入確認）を基本とし、確認者は別紙に示す様式を参考に確認書を

作成するものとする。なお、現地確認による場合、確認者は、スプレー等

により捕獲個体の「尾」を着色するか又は「尾」（鳥類にあっては「両脚」）

を回収するかのいずれかを行う。

イ 現地確認又は搬入確認によらない場合、確認者は次に掲げる物により、

捕獲個体が本対策の補助対象であること確実に確認（書類確認）し、別紙

に示す様式を参考に確認書を作成するものとする。

（ア）捕獲個体全体と捕獲従事者が写っており、捕獲日が確認できる写真（捕

獲個体が、スプレー等でその識別が可能となるようマーキングされると

ともに、原則としてその向きが「右向き」の状態（撮影者から見て捕獲

個体の足が下向きになり、その際、頭部が右側にくる状態をいう。）で、

捕獲日が確認できるよう、その捕獲従事者と撮影された写真をいう。）

（イ）捕獲個体又はその部位（獣類にあっては原則として「尾」とし、鳥類

にあっては原則として「両脚」とする。）

ウ 複数の者で捕獲する場合には、あらかじめ交付される経費の分配方法を

定めるとともに、別紙に添付するものとする。

３ 事業の委託

事業実施主体が都道府県の場合に限り、要綱別表３の事業内容欄の推進事業

の一部の業務を他のものに委託することが合理的かつ効果的であると認められ

る業務については、都道府県知事が地方農政局長と協議を行い、地方農政局長

が認めた場合に他のものに委託することができるものとする。

４ 留意事項

事業実施主体は、事業実施に当たって、被害防止対策を的確かつ効果的に実

施するため、農林水産省が作成した野生鳥獣被害防止マニュアルを参考にする

とともに、農作物野生鳥獣被害対策アドバイザーその他の対象鳥獣の行動特性

や被害防止対策に関する専門的知見を有する者の助言を受けるよう努めるもの

とする。

第３ 交付率

要綱別表３の交付率の欄の農村振興局長が別に定める上限単価（有害捕獲に

係る捕獲活動経費）は、次に掲げるとおりとする。

上限単価
獣 種

（円／頭・羽）

イノシシ、シカ、クマ、サル及びカモシカ ８,０００
（幼獣は除く）

その他の獣類 １,０００

鳥類（卵の採取を含む） ２００
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注１：各上限単価は、地域における農林水産業の被害状況等を勘案の上、

上限単価の範囲内で単価を設定することができるものとする。この場

合、予算と捕獲計画に見合った単価を設定することとし、捕獲が計画

を上回る場合は、単価調整等の措置を講ずるものとする。

２：ただし、特定の鳥類について、事業を実施する地域における農林水

産業に係る被害がイノシシ、シカ、サル等の獣による被害より大きく、

当該鳥類の捕獲強化をさらに図ることが地域の農林水産業に係る被害

の軽減をより促進するために必要な場合には、都道府県知事は地方農

政局長と協議の上、１羽当たりの捕獲経費の１/２に相当する額又は１

羽当たり1,000円のいずれか低い額を上限として単価を設定できるもの

とする。

なお、鳥獣被害防止緊急捕獲等対策実施要領（平成25年２月26日付

け24生産第2870号農林水産省生産局長通知）第５の１の注２に基づき

単価を設定している場合は、地方農政局長と協議したものとみなす。

第４ 事業の実施等の手続

１ 事業実施計画の作成等

（１）要綱別記３の第１の２の農村振興局長が別に定める事業実施計画は、別表

５の１に規定する事項を含めて作成するものとする。

（２）要綱別記３の第１の３の農村振興局長が別に定める都道府県計画は、別記

１の別記様式第６号の別紙５により、要綱別記３の第１の２の広域都道府県

域計画にあっては、別記１の別記様式第９号により作成するものとする。

（３）要綱別記３の第１の３の提出及び同４の協議については、別記１の別記様

式第１号により行うものとする。

２ 事業実施計画の重要な変更

要綱別記３の第１の６の農村振興局長が別に定める都道府県計画及び広域都

道府県域計画の重要な変更とは、事業実施主体ごとの事業の新設、中止若しく

は廃止又は事業実施主体の変更とする。

３ 事業の着手

事業の着手は、原則として、交付金交付決定に基づき行うものとする。

ただし、地域の実情に応じて事業の効果的な実施を図る上で、緊急かつやむ

を得ない事情がある場合には、速やかにその旨を別記１の別記様式第５号によ

り、その理由を具体的に明記した鳥獣被害防止総合対策交付金交付決定前着手

届を作成し、広域都道府県域計画に基づき事業を実施する事業実施主体にあっ

ては地方農政局長に提出するものとし、それ以外の事業実施主体にあっては、

あらかじめ都道府県知事の適正な指導を受けた上で、都道府県知事に提出する

ものとする。

第５ 事業実施状況の報告

１ 要綱別記３の第５の１の農村振興局長が別に定める事業の実施状況の報告

は、別表５の２に規定する事項を含めて作成するものとする。

２ 要綱別記３の第５の１に定める広域都道府県域計画に基づく事業の実施状況
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報告及び同第５の３の農村振興局長が別に定める事業の実施状況の報告は、事

業実施年度の翌年度の９月末日までに、別記１の別記様式第２号により行うも

のとする。

第６ 事業の評価

要綱別記３の第６の事業の評価は、要綱別記１の第６の事業の評価と併せて

行うものとする。
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（別紙）

＊確認書類受付日 平成 年 月 日

＊＊支払確認月日 平成 年 月 日

所 属 氏 名 確認印

鳥獣被害防止緊急捕獲活動支援事業における有害捕獲確認書

捕獲従事者 成獣・ 捕獲 捕獲場所 確認方法 処理加工 確認者
獣種名 頭数

氏 名 幼獣別 月日 （住所等） 施設の種類 所属・氏名

＊確認書類受付日は、確認書の提出を受け付けた日とする。

＊＊支払確認月日は、市町村が確認書を捕獲活動経費支払のために確認した日とする。

注１：有害捕獲許可による捕獲に限る。

２：「捕獲場所」は、住所又は鳥獣保護区等位置図のメッシュ番号を記載する。な

お、住所等が記載できない場合には、捕獲場所を示す地図を添付すること。

３：「確認方法」は、実際に行った捕獲確認方法（「現地確認」、「搬入確認」又は「書

類確認」）を記載する。また、「現地確認」による場合は、証拠物の部位の名称と

ともに、当該部位を「着色」したか又は「回収」したかのいずれかを記載する。

４：「処理加工施設の種類」は、捕獲個体を搬入した処理加工施設の種類（食肉等

に利用する上で必要な施設は「食肉」、焼却するための施設（減容化のための施

設を含む。）は「焼却」）を記載する。

５：書類確認による場合は、捕獲従事者、捕獲個体、捕獲日が確認できる写真を添

付する。

６：複数の者で捕獲した場合には、交付額の分配方法を示した書類を添付すること。
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鳥獣被害防止緊急捕獲活動支援事業における有害捕獲に係る捕獲活動

経費の分配方法について

平成○年○月○日に実施する有害捕獲活動において交付される額の分配方法は、次

のとおりとする。

（分配方法）

捕獲従事者氏名 住 所 印
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別表５

１ 事業実施計画の作成

区 分 事業実施計画に記載すべき事項

推進事業 １ 事業実施主体等に係る項目
事業実施主体名、構成市町村名、目的

２ 被害防止計画の作成状況等
被害防止計画の作成状況、他計画との連携、近隣

市町村等との連携

３ 事業実施体制
協議会の概要

４ 事業に係る項目
緊急捕獲活動の取組内容（対象鳥獣、実施時期、

事業内容（捕獲計画の設定根拠含む。））、負担区分、
獣種別単価及び予算が不足する場合の単価調整等の
方法、鳥獣被害防止総合支援事業（推進事業・整備
事業）・鳥獣被害防止都道府県活動支援事業・環境省
の指定管理鳥獣捕獲等事業・市町村単独事業等との
連携

２ 事業実施状況の報告

区 分 事業実施状況報告に記載すべき事項

推進事業 １ 事業実施主体に係る項目
事業実施主体名、構成市町村名

２ 推進体制に係る項目
推進体制の整備状況、近隣市町村等との連携

３ 事業内容に係る項目
緊急捕獲活動の取組内容（対象鳥獣、実施時期、

事業内容）及び事業費、予算が不足した場合の単価
調整等の方法、鳥獣被害防止総合支援事業（推進事
業・整備事業）・鳥獣被害防止都道府県活動支援事業
・環境省の指定管理鳥獣捕獲等事業・市町村単独事
業等との連携

４ 被害防止計画に係る項目
被害軽減目標及び捕獲計画の達成状況に関する事

項
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事業実施主体名

事業実施年度 平成○○年度

2　農林水産業等に係る鳥獣被害の現状と課題

3　事業実施主体が行った事業促進の取組

４　事業の実施状況を踏まえた今後の方向

5 捕獲実績の内容（鳥獣被害防止緊急捕獲活動支援事業に係る部分）

（事業概要）

推進事業概要（有害捕獲）

　　　　別添

　　　（捕獲計画達成に向けた広域協議会としての体制や方針、効率的な捕獲実施のための単価の設定及び調整等の広域協議会としての対応状況等の事業実施状況を具体的に記載すること。）

別記様式第１号（別記３の第５の２関係）

鳥獣被害防止緊急捕獲活動支援事業（広域都道府県域）の実施状況報告（平成○○年度報告）
　
１　事業費等（事業実施状況）

　事業費     　　　　　　　　　　　　　　　　円 （うち補助金　　　　　　　　　　　円）

　　　（事業計画地区等における現状と課題について、数値等も用いて具体的に記述すること。）

　　　（上記の課題に対応させて記述すること。）

　　　（事業の実施状況を踏まえ、効率的、効果的な被害防除のための誘導方策を記載する。）
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（別添） 　

　

推進事業概要（有害捕獲）
合　計

（①＋②＋③）

埋　設 焼　却

　 （円/頭） (円) 　 　 　 (円) (円) (円) （円） （円） （円） （円） （円） （円）

○○○協議会 ○県 A市 2
イノシシ（成
獣）

200 8,000 1,600,000
イノシシ（成
獣）

10 200,000 1,800,000 2,000 4,000 6,000 400,000 800,000 1,200,000

○○○協議会 ○県 A市 2
イノシシ（成
獣）

50 4,000 200,000
イノシシ（成
獣）

5 100,000 300,000 ○年○月○日から上限単価を変更 2,000 4,000 6,000 100,000 200,000 300,000

○○○協議会 ○県 A市 2
イノシシ（幼
獣）

200 1,000 200,000
イノシシ（幼
獣）

5 100,000 300,000 4,000 4,000 800,000 800,000

○○○協議会 ○県 A市 2 シカ（成獣） 50 6,000 300,000 シカ（成獣） 10 150,000 450,000 3,000 5,000 8,000 150,000 250,000 400,000

○○○協議会 ○県 A市 2 シカ（幼獣） 20 1,000 20,000 シカ（幼獣） 20,000 1,500 3,500 5,000 30,000 70,000 100,000

○○○協議会 △県 B町 2
イノシシ（成
獣）

80 8,000 640,000
イノシシ（成
獣）

640,000 2,000 6,000 8,000 160,000 480,000 640,000

○○○協議会 △県 B町 2
イノシシ（幼
獣）

80 1,000 80,000
イノシシ（幼
獣）

80,000 3,000 3,000 240,000 240,000

○○○協議会 △県 B町 2 サル（成獣） 100 6,000 600,000 サル（成獣） 600,000 2,500 3,000 5,500 250,000 300,000 550,000

○○○協議会 □県 C村 2 クマ（成獣） 10 8,000 80,000 クマ（成獣） 80,000 5,000 6,000 11,000 50,000 60,000 110,000

○○○協議会 □県 C村 2 カラス 15 200 3,000 カラス 3,000 1,000 1,000 15,000 15,000

3,723,000 550,000 4,273,000 1,140,000 3,215,000 4,355,000

注１： 事業の種類等については、被害緊急対応型は１、広域連携型は２を記入する。

２： 備考の欄の合計欄には、仕入れに係る消費税等相当額について、これを減額した場合には「除税額○○円　うち国費○○円」を、同税額がない場合には「該当なし」と、

同税額が明らかでない場合には「含税額」とそれぞれ記入する。

３： 対象鳥獣の欄は、獣種（幼獣と成獣の別、雄と雌の別など含む）ごとに記載すること。1行で１獣種とすること。
４： 単価調整等の方法の欄は、効率的に捕獲を実施するための単価の設定及び調整等の方法について協議会又は市町村（協議会の構成員に限る。）ごとに必ず記載すること。
５： 年度途中で上限単価が変わった場合、複数行に分けて記載するとともに単価調整等の方法の欄に単価の変更時期を記載すること。
６： 捕獲計画の設定根拠の欄については、イノシシ、ニホンジカ、エゾシカ、サルの成獣の場合のみ記載することとし、鳥獣の生息状況、農作物の被害状況、実施隊の設置状況、交付金等を活用した鳥獣被害対策実施隊の体制強化や捕獲技術の高度化に向けた取組状況、近年の捕獲状況、捕獲の効率化の取組状況、柵の設置状況や捕獲に資する柵としての活用状況（整備事業で柵を設置する場合は必須）等を勘案した上で、
協議会又は市町村（協議会の構成員に限る。）及び鳥獣ごとに必ず記載すること。

（記載例）イノシシの捕獲頭数は、過去３年間とも年約180頭であるがイノシシの生息頭数は増加傾向にあると見られ、過去３カ年のイノシシによる被害状況は増加傾向にある。このため、まずは国庫事業及び市単独事業を活用し、鳥獣被害対策実施隊に民間隊員を加え必要な研修を行うなどして体制強化を図った上で、緊急捕獲事業を活用し山中において猟友会が有害捕獲を行う。加えて、集落を囲うように既存の
　　　　ワイヤーメッシュ柵と新規に設置予定のワイヤーメッシュ柵　（被害が特に大きい地区に設置）を効果的に組み合わせて設置することで、侵入路となる河川や道路にイノシシを誘導させ、誘導地点に平成27年度に行ったICT等新技術実証の成果を踏まえつつ、箱ワナを柵と一体的に仕掛け、柵を捕獲に資する柵として活用することで、より効率的に捕獲を行う。これらの取組により捕獲頭数約１割増加の年間200頭の捕獲が
　　　　見込まれる。

合　　計

１頭あたりの報奨金額 報奨金額合計

単価調整等の方法
対象鳥獣 捕獲頭数 上限単価

報奨金額総計
⑨（＝⑦＋⑧）

実施内容の概要
捕獲計画の設定根拠都道府県名

補助金額 補助金額

③事務費（現地確認）

（協議会の記載例）

備考都道府県によ
る報奨金（④）

市町村による
報奨金（⑤）

合計報奨金額
⑥（＝④＋⑤）

都道府県によ
る報奨金（合

計）
⑦（＝捕獲頭
数×④）

補助金額 補助金額
実施内容
の概要

市町村による
報奨金（合計）
⑧（＝捕獲頭
数×⑤）

②捕獲個体処理

鳥獣被害防止緊急捕獲活動支援事業（広域都道府県域）の実施状況報告（平成○○年度報告）

事業実施主体名
（参画協議会名）

構　成
市町村

事業の
種類等

①有害捕獲

対象鳥獣
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（別記４）

鳥獣被害対策基盤支援事業

第１ 事業実施主体

１ 要綱別表４の事業実施主体の欄の農村振興局長が別に定める協議会とは、民

間企業、一般社団法人、一般財団法人、公益社団法人、公益財団法人、協同組

合、企業組合、特定非営利活動法人、国立大学法人、公立大学法人、学校法人、

独立行政法人及び国立研究開発法人等で構成される組織又は団体であって、代

表者の定めがあり、かつ、組織及び運営についての規約の定めがある協議会と

し、事業実施及び会計手続を適正に行いうる体制を有しているものとする。

なお、協議会は、要領別記１の第１の４の要件の全てを満たすものとする。

２ 事業実施主体は、農村振興局長が別に定める公募要領により応募した者の中

から選定された者とする。

第２ 事業の内容等

１ 事業の内容

（１）地域リーダー育成研修事業

鳥獣による農林水産業等に係る被害防止対策を的確かつ効果的に実施する

ため、

①集落診断調査の指導や診断に基づく対策手法の提案を行い、地域の合意

形成を図る技術を有し、地域ぐるみの対策を推進する上で中心的役割を

果たす地域リーダー（集落）

②森林等の被害状況や鳥獣の生息状況等を判断し、森林での被害対策を推

進する上で中心的役割を果たす地域リーダー（森林）

③広域的な被害状況等の把握、被害対策案の検討・作成、実施体制の組織

化及び指導、対策の評価等を総合的に行う鳥獣被害対策コーディネータ

ーを鳥獣の被害防止対策に係る基礎的な知識及び技術を有する者を対象

として研修を行うことにより計画的に育成する。

ア 地域リーダー（集落）育成研修事業

（ア）研修カリキュラムの作成

地域リーダー（集落）を育成するため、必要な研修カリキュラム（教

材を含む。以下同じ。）を作成する。最終的に、研修結果を踏まえて

教材を改訂し、報告書として取りまとめる。

（イ）研修会の開催

（ア）の研修カリキュラムに基づき、鳥獣による農林水産業等に係る

被害防止対策を担う地域リーダー（集落）を効率的に育成するため、

全国７ヶ所以上でフィールド研修会を開催する。

（ウ）事業実施体制の検討

（ア）及び（イ）を円滑かつ効率的に実施するために、鳥獣の生態、

行動特性等に関する専門的知識を有する者、鳥獣による農作物等の被
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害防止に関する知識及び経験を有する者等で構成される委員会を設置

し、次に掲げる事項について検討する。

a 事業の目標及び目標を達成させるための具体的な方法

b 研修カリキュラムの作成

c 研修会の開催計画の作成及び研修会の実施

d 研修対象者への周知方法

e 事業実施状況の把握及び事業成果の評価

f その他必要な事項

イ 地域リーダー（森林）育成研修事業

（ア）研修カリキュラムの作成

地域リーダー（森林）を育成するため、必要な研修カリキュラム（教

材を含む。以下同じ。）を作成する。最終的に、研修結果を踏まえて

教材を改訂し、報告書として取りまとめる。

（イ）研修会の開催

（ア）の研修カリキュラムに基づき、鳥獣による農林水産業等に係る

被害防止対策を担う地域リーダー（森林）を効率的に育成するため、

全国７ヶ所以上でフィールド研修会を開催する。

（ウ）事業実施体制の検討

（ア）及び（イ）を円滑かつ効率的に実施するために、鳥獣の生態、

行動特性等に関する専門的知識を有する者、鳥獣による農作物や森林

・林業等の被害防止に関する知識及び経験を有する者等で構成される

委員会を設置し、次に掲げる事項について検討する。

a 事業の目標及び目標を達成させるための具体的な方法

b 研修カリキュラムの作成

c 研修会の開催計画の作成及び研修会の実施

d 研修対象者への周知方法

e 事業実施状況の把握及び事業成果の評価

f その他必要な事項

ウ 鳥獣被害対策コーディネーター育成研修事業

（ア）研修カリキュラムの作成

鳥獣被害対策コーディネーターを育成するため、必要な研修カリキ

ュラム（教材を含む。以下同じ。）を作成する。最終的に、研修結果

を踏まえて教材を改訂し、報告書として取りまとめる。

（イ）研修会の開催

（ア）の研修カリキュラムに基づき、鳥獣による農林水産業等に係る

被害防止対策を担う鳥獣被害対策コーディネーターを効率的に育成す

るため、座学とフィールド研修を主体とし、全国２ヶ所以上延べ16日

以上で研修会を開催する。
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（ウ）事業実施体制の検討

（ア）及び（イ）を円滑かつ効率的に実施するために、鳥獣の生態、

行動特性等に関する専門的知識を有する者、鳥獣による農作物や森林

・林業等の被害防止に関する知識及び経験を有する者等で構成される

委員会を設置し、次に掲げる事項について検討する。

a 事業の目標及び目標を達成させるための具体的な方法

b 研修カリキュラムの作成

c 研修会の開催計画の作成及び研修会の実施

d 研修対象者への周知方法

e 事業実施状況の把握及び事業成果の評価

f その他必要な事項

（２）対策手法確立調査・実証事業

ア 新たな被害防止対策手法に関する調査

鳥獣被害防止対策に係る新技術や先進技術等について、全国４ヶ所以上

で調査を行い、その効果を検証したものを報告書に取りまとめ、公表する。

イ 被害防止技術等に関する全国検討会の開催

鳥獣被害の現状と対策に係る普及啓発に資するため、アの調査課題に関

する検討や、関連する技術等の展示を行う全国検討会（全国鳥獣被害対策

サミット）を開催する。

ウ 委員会の開催

ア及びイを円滑かつ効率的に実施するため、鳥獣の生態や最新の捕獲技

術、被害防止対策等について専門的な知識や技術等を有する者等で構成さ

れる委員会を開催し、次に掲げる事項について検討する。

（ア） 事業の目標及び目標を達成するための具体的な方法

（イ） アの調査対象の選定、調査方法及び取りまとめ方法等

（ウ） 全国検討会の内容検討及び周知方法等

（エ） 調査報告書の作成・配布・公表に関する事項

（オ） 事業実施状況の把握及び事業成果の評価

（カ） その他必要な事項

（３）利活用技術指導者育成研修事業

ア 研修カリキュラムの作成

捕獲した鳥獣の利活用に係る技術を普及するため、捕獲技術及び肉等の

有効活用に係る知識並びに技術を有する技術指導者（以下「技術指導者」

という。）を計画的に育成するための研修カリキュラムを作成する。

イ 研修会の開催

アの研修カリキュラムに基づき、捕獲した鳥獣の有効活用に寄与する技

術指導者を効率的に育成するため、全国２ヶ所以上で研修会を開催する。

ウ 事業実施体制の検討
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ア及びイを円滑かつ効率的に実施するために、捕獲した鳥獣の有効活用

等に関する専門的知識及び経験を有する者等で構成される委員会を設置

し、次に掲げる事項について検討する。

（ア） 事業の目標及び目標を達成させるための具体的な方法

（イ） 研修カリキュラムの作成

（ウ） 研修会の開催計画の作成及び研修会の実施

（エ） 研修対象者への周知方法

（オ） 事業実施状況の把握及び事業成果の評価

（カ） その他必要な事項

（４）鳥獣利活用推進支援事業

捕獲鳥獣を地域資源として有効活用し、農村地域の振興を図るため、捕獲

から需要までの関係者で構成される全国的な検討体制を構築し、野生鳥獣肉

（ジビエ）等（以下「ジビエ等」という。）の全国的な需要拡大及び利活用

推進に資する、需要拡大、需要に対応した安定供給、流通体系の確立に向け

た以下の取組を総合的に実施する。

ア 全国的な検討体制の構築

要綱別表４の採択要件４の（１）に定める者から構成される鳥獣利活用

推進コンソーシアム（以下「コンソーシアム」という。）を構築し、運営

方針を協議するとともに、イ～エに係る実施方針を検討し、実践する。

イ 需要拡大及び利活用推進に必要な取組

捕獲鳥獣の回収と食肉処理加工施設への搬入の効率化、現場の実態に対

応した衛生管理ガイドライン周知徹底、安定供給のための取扱ルールの検

討、消費者の認知度やニーズの把握など、捕獲、処理加工、供給、消費の

各段階において、利活用推進のために必要となる取組を調査・検証し、そ

の成果を地方公共団体等の関係者に情報提供する。

ウ 需要拡大及び利活用推進に向けた普及啓発

需要者及び消費者等のジビエ等に対する関心を高め、ジビエ等の全国的

な需要拡大と利活用推進を図るため、イベントや各種広報活動により普及

啓発を行う。

エ その他事業の目的を達成するのに必要な取組

上記のほか、事業の目的を達成するために必要な取組については、コン

ソーシアムで検討の上、実施することができるものとする。

２ 実施基準

（１）事業実施主体が、自己資金若しくは他の助成により事業を実施している又

は既に終了しているものは、本対策の交付の対象外とする。

（２）推進事業で実施する現地調査を行う場合は、その目的に応じて必要最小限

の人員、期間及び回数で行うものとする。

また、調査対象が海外に及ぶ現地調査については、交付対象外とする。
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（３）事業の実施に要する経費に係る国の交付対象経費は別表６のとおりとす

る。

３ 事業の委託

事業実施主体は、事業の一部を他の者（鳥獣の行動特性、被害防止対策に関

する知見等を有するものに限る。）に委託することが合理的かつ効果的な業務

について、事業費の50％以内において、その業務を委託することができるもの

とする。事業実施主体は、事業の一部を他の者に請負施行することが合理的か

つ効果的な業務について、業務を請負施行することができるものとする。

４ 留意事項

事業実施主体は、鳥獣被害対策基盤支援事業を的確かつ効果的に実施するた

め、必要に応じて、農作物野生鳥獣被害対策アドバイザーの協力を得るものと

する。

第３ 交付額

要綱別表４の交付率の欄の農村振興局長が別に定める定額の限度額は、以下の

とおりとする。

鳥獣被害対策基盤支援事業は、１１６，１２１千円以内とする。

第４ 事業の実施等の手続

１ 事業実施計画の作成

要綱別記４の第１の１の農村振興局長が別に定める事業実施計画の作成及び

承認申請は、別記様式第１号によるものとする。

２ 事業実施計画の重要な変更

要綱別記４の第１の２の農村振興局長が別に定める事業実施計画の重要な変

更とは、事業の中止又は廃止とする。

第５ 事業実施状況の報告

要綱別記４の第５の事業の実施状況の報告は、事業実施年度の翌年度の６月末

までに、別記様式第２号により農村振興局長に対して、事業実施状況報告書を提

出して行うものとする。

第６ 事業の評価

要綱別記４の第６の事業の評価は、事業実施主体が事業実施年度の翌年度にお

いて自ら評価を行い、その結果を農村振興局長に報告するものとする。

農村振興局長は、事業実施主体からの報告を受けた場合には、内容を評価し、

必要に応じて、事業実施主体を指導するものとする。
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別表６ 鳥獣被害対策基盤支援事業の実施に要する経費に係る国の交付対象経費

区 分 内 容

設 備 備 品 設備及び物品の購入、開発、改良、修繕、据付等に要する経費

消 耗 品 原材料、消耗品、消耗器材、薬品類、各種事務用品等の購入に要

する経費

旅 費 資料収集、各種調査、打合せ、成果発表等に要する経費

謝 金 資料整理、調査補助、専門的知識の提供、資料収集等の協力者に

対する謝礼に要する経費

賃 金 資料整理、事務補助、資料収集等の業務のために雇用した者等に

対する実働に応じた対価

役 務 費 機械又は器具の保守又は修繕、翻訳、鑑定、設計、分析等に要す

る経費

委 託 費 調査の実施及び取りまとめデータ記帳等定型的業務を他の者に委

託するのに要する経費

請負施行費 請負人が仕様書又は実施計画書に基づき、事業の一部分を実施す

るのに要する経費

そ の 他 文献購入費、通信運搬費、印刷製本費、会場借料、自動車・資機

材・施設等借上料、成果の発表に必要な経費、情報提供や普及啓発

に必要な経費等

注：賃金の算定に当たっては、「補助事業等の実施に要する人件費の算定等につい

て」（平成 22 年 9 月 27 日付け２２経第９６０号農林水産省大臣官房経理課長
通知）の別添の３の直接作業時間数を把握するための書類整備についてに準じ

て事業従事者毎の業務日誌を整備すること。
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別記様式第１号（別記４の第４の１関係）

番 号

年 月 日

農林水産省農村振興局長 殿

所在地

団体名

代表者 役職 氏名 印

平成○○年度鳥獣被害対策基盤支援事業の実施計画の（変更）承認申請につい

て

平成○○年度において、鳥獣被害対策基盤支援事業（地域リーダー育成研修事業（集

落）、鳥獣被害対策コーディネーター等育成研修事業、対策手法確立調査・実証事業、

利活用技術指導者育成研修事業又は鳥獣利活用推進支援事業）を実施したい（事業実

施計画を変更したい）ので、鳥獣被害防止総合対策交付金実施要綱（平成20年３月31

日付け19生産第9423号農林水産事務次官依命通知）別記４の第１の１（別記４の第１

の２）の規定に基づき、関係書類を提出する。

（注） 関係書類として、別添の鳥獣被害対策基盤支援事業（事業実施計画書）を

添付すること。
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（別添）

○ 鳥獣被害対策基盤支援事業（事業実施計画）

１ 総括表

負担区分

事業名 事業内容 事業費 備考

国庫交付金 事業実施主体

（例１） 千円 千円 千円

①研修カリキュラム

及び教材の作成

②研修会の開催

③実施体制の整備

④被害防止対策手

法に関する調査

⑤全国検討会の開

催

⑥報告書等の作成

・配布

（例２）

①全国的な検討体制

の構築

②検討会の開催

③利活用推進に必要

な取組

ア 捕獲段階

イ 処理加工段階

ウ 供給段階

エ 消費段階

④利活用推進に向け

た普及啓発

⑤その他（ ）

計

注： 事業名の欄には、地域リーダー育成研修事業（集落）、鳥獣被害対策コーディ

ネーター等育成研修事業、対策手法確立調査・実証事業、利活用技術指導者育

成研修事業又は鳥獣利活用推進支援事業のいずれかの事業名を記載する。

２ 事業の目的
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３－１ 事業の内容（鳥獣利活用推進支援事業以外の事業）

（１）実施体制の整備

ア 委員会の概要

委員会の名称 委員の氏名 所属・専門分野 役割分担内容 備 考

（注）委員会の設置要領、関係機関との連携体制図を添付すること。

イ 委員会の開催計画（又は実績）

開催年月日 会議名 参加人数 内容 備 考

ウ 事業の成果目標及び目標達成のための具体的方法

（２）研修カリキュラムの概要

注１：研修カリキュラム（案）を添付すること。

２：地域リーダー育成研修事業（集落）、鳥獣被害対策コーディネーター等育成研

修事業又は利活用技術指導者育成研修事業の場合に記載する。

（３）研修会の開催計画（又は実績）

開催年月日 開催場所 参加人数 研修内容 備 考

注：地域リーダー育成研修事業(集落）、鳥獣被害対策コーディネーター等育成研修

事業又は利活用技術指導者育成研修事業の場合に記載する。また、備考欄に周知

方法を記載する。
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（４）被害防止対策手法に関する調査

調査・検証 調査・検証 調査・検証 調査・検証の内容 備 考

時期 方法 対象

注：対策手法確立・実証事業の場合に記載する。

（５）報告書の作成・配布

報告書等の作成・配布の考え方について記載する。

作成時期 規格・装丁 部数 配布方法

注：地域リーダー育成研修事業（集落）の場合に記載する。

（６）全国検討会（全国鳥獣被害対策サミット）の開催

内 容 開催場所 参加規模等

注１：検討会開催及び技術等の展示及び周知方法について具体的に記載する。

２：対策手法確立・実証事業の場合に記載する。

（７）鳥獣利活用推進支援事業との連携内容

連携内容 備考

３－２ 事業の内容（鳥獣利活用推進支援事業）

（１）鳥獣利活用推進コンソーシアムの構成及び役割分担

コンソーシアム構築時期

構成団体等 構成団体等が果たす役割 備考

注：事業内容に照らし、コンソーシアムの構成員と役割分担を具体的に記載する。
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（２） 鳥獣利活用推進コンソーシアムによる検討会開催計画

開催予定時期 検討内容 備考

（３）事業実施計画

① 利活用推進に必要な取組

取組内容 事業実施計画（具体的な調査・検証手段） 担当する構成団体等

捕獲段階

①・・・

②・・・

③・・・

処理加工段

①・・・

②・・・

③・・・

供給段階

①・・・

②・・・

③・・・

消費段階

①・・・

②・・・

③・・・

その他事業 目的を達成するために必要な取組

①・・・

②・・・

③・・・

注：第２の１の（４）に定める事業内容を踏まえ、実施計画を具体的に記載する。
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② 利活用推進に向けた普及啓発

普及啓発内容 普及啓発の対象及び具体的な方法 担当する構成団体等

注：第２の１の（４）に定める事業内容を踏まえ、実施計画を具体的に記載する。

（４）事業実施スケジュール

取組内容 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

①・・・

②・・・

③・・・

注：取組内容は（３）事業実施計画の取組内容と整合をとる。

（５）その他必要な取組

取組の必要性 取組の実施内容 担当する構成団体等

注：第２の１の（４）ア～ウのほか、事業目的を達成するために必要な取組があれば、

記載する。

（６）利活用技術指導者育成研修事業との連携内容

連携内容 備考
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４ 経費の配分及び負担区分

負 担 区 分

区 分 事業に要する経費 備 考

（又は要した経費） 交付金 自己資金

(A) + (B) (A) (B)

円 円 円

鳥獣被害防止総合対策推進交付金

鳥獣被害対策基盤支援事業

①地域リーダー育成研修事業（集落）

②鳥獣被害対策コーディネーター等

育成研修事業

③対策手法確立調査・実証事業

④利活用技術指導者育成研修事業

⑤鳥獣利活用推進支援事業

合 計

５ 事業完了予定（又は完了） 年 月 日

６ 収支予算（又は精算）

（１） 収入の部

本年度予算額 前年度予算額 比 較 増 減

区 分 （又は本年度 （又は本年度 備 考

精算額） 予算額） 増 減

円 円 円 円

１ 鳥獣被害防止総合対策推進交付金

２ 自 己 資 金

合 計
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（２） 支出の部

本年度予算額 前年度予算額 比 較 増 減

区 分 （又は本年度 （又は本年度 備 考

精算額） 予算額） 増 減

円 円 円 円

鳥獣被害防止総合対策推進交付金

鳥獣被害対策基盤支援事業

①地域リーダー育成研修事業（集落）

②鳥獣被害対策コーディネーター等

育成研修事業

③対策手法確立調査・実証事業

④利活用技術指導者育成研修事業

⑤鳥獣利活用推進支援事業

合 計

注 区分欄には、必要に応じて積算内訳を記載する。

７ 添付書類

（１）規約、定款、寄付行為等及び収支予算（又は収支決算）

（２）関係団体へ委託する場合は、その委託契約書（案）（又は写し）

（３）実績報告の際は、支払経費ごとの内訳を記載した帳簿等の写し
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別記様式第２号（別記４の第５関係）

鳥獣被害対策基盤支援事業（○○○事業）

事業実施状況報告書

（平成○○年度）

番 号

年 月 日

農林水産省農村振興局長 殿

所在地

団体名

代表者 役職 氏名 印

鳥獣被害防止総合対策交付金実施要綱（平成２０年３月３１日付け１９生産第９４

２３号農林水産事務次官依命通知）別記４の第５の規定により○○事業について別添

のとおり報告する。

（注） １ ○○事業については、地域リーダー育成研修事業（集落）、鳥獣被

害対策コーディネーター等育成研修事業、対策手法確立調査・実証事

業、利活用技術指導者育成研修事業又は鳥獣利活用推進支援事業のい

ずれかの事業名を記載するものとする。

２ 別添様式については、別記様式第１号に準ずるものとする。
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附 則

１ この要領は、平成22年４月１日から施行する。

２ 改正前の要領に基づき実施した事業に関する事業実施状況の報告等及び事業の評価につい

ては、なお、従前の例によるものとする。

附 則

１ この改正は、平成23年４月１日から施行する。

２ 改正前の要領に基づき実施した事業に関する事業実施状況の報告等及び事業の評価につい

ては、なお、従前の例によるものとする。

附 則

この通知は、平成24年４月６日から施行する。

附 則

この通知は、平成25年５月16日から施行する。

附 則

１ この通知は、平成26年２月６日から施行する。

２ 改正前の本要領に基づき交付金の交付決定を受けている事業実施計画については、なお、

従前の例によるものとする。

附 則

この通知は、平成26年４月１日から施行する。

附 則

この通知は、平成27年４月９日から施行する。

附 則

（施行期日）

１ この通知は、平成27年10月１日から施行する。

（経過措置）

２ この通知による改正前の各通知（以下「旧通知」という。）の規定により農林水産省生

産局長（以下「生産局長」という。）がした処分、手続その他の行為（以下「処分等」と

いう。）は、この通知による改正後の各通知（以下「新通知」という。）の相当規定によ

り農林水産省生産局長、農村振興局長又は政策統括官（以下「生産局長等」という。）がし

た処分等とみなし、旧通知の規定により生産局長に対してされた申請その他の行為（以

下「申請等」という。）は、新通知の相当規定により生産局長等に対してされた申請等

とみなす。

附 則

１ この通知は、平成28年４月１日から施行する。

２ 改正前の本要領に基づき交付金の交付決定を受けている事業実施計画については、なお従

前の例によるものとする。
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附 則

１ この通知は、平成29年４月１日から施行する。

２ 改正前の本要領に基づき交付金の交付決定を受けている事業実施計画については、なお従

前の例によるものとする。

附 則

１ この通知は、平成29年10月１日から施行する。

２ 平成29年度までに実施した事業に関して平成30年３月31日までに行われる別記３第２の２

の（２）の確認等については、別記３第２の２の（２）の規定に関わらず、なお従前の例に

よることができる。
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